
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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店舗、事務所兼駐
車場

中小規模の店舗兼事務所
ビルが多い商業地域

小伝馬町400 m

日本橋中心に近く利便性と用
途の多様性を併せ持つ地域

１６ｍ区道 小伝馬町駅南方400 m

回復傾向が見られるもコロナ禍に起因する景気停滞が長期化しており
、商業地を中心に依然不動産市場のリスク要因となっている。

日本橋背後の業務地で周辺人口増により一帯でホテル、マンションへ
の転換が増えているが、コロナ禍により地価は下落基調である。

個別的要因に変化はない。ほぼ標準的な画地であり、市場競争力は地
域内中位である。

周辺地域一帯で近年マンション、ホテル等の建設が多く、従前の事務所、事業所中心の業務地域から住居系建物
の混在が常態となりつつある。今後もこの傾向で推移するものと予測する。
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(6)市場の特性

コロナ禍により地価上昇期待は後退しているが、低金利を反映して収益物件の取引も一定数見受けられる。比準価格は
代替性の高い周辺事務所ビル事例から求めており信頼性は高い。収益価格は想定賃貸ビルの収益性から求めており、賃
料、利回り等の設定も地域に即し時宜を得た設定となっている。よって、市場性を反映する比準価格と投資採算性に依
拠する収益価格を関連付け、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、昭和通り以東から日本橋問屋街に至る幹線・準幹線道路沿いの商業地域で、事務所ビル、店舗、マンシ
ョン等が混在する。需要者は、賃貸不動産保有目途の投資ファンド・不動産業者等を中心に、中規模地以上でマンショ
ン業者も参入する。地域の賃料、稼働率及び投資利回り等はほぼ横ばいであるが、新型コロナウイルス感染症の影響で
需要の低迷と先行き不透明感が醸成されている。取引の中心価格帯は総額数億円程度で、中小事務所ビルが多い。

①－１対象基準地の検討
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宅地-1
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令和 3 7 1

令和 3 7 5

中央(都)　5 － 3 東京都 区部第１ 不動産鑑定士 山下　哲之

株式会社中央都市鑑定

令和 3 6 25

令和 3 7 4

（その他）

中央区日本橋堀留町一丁目１番２２
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